
市長臨時記者会見案件（５月７日開催） 

※報道解禁は令和２年５月７日の市長記者会見終了後ですのでご注意ください。 

〈添付資料〉 

■ 山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策（第三弾） 

＜５月８日以降に速やかに行うもの＞ 

■ 山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策 

＜５月７日現在で実施しているもの＞ 

■ 特別定額給付金について 

■ タクシー事業者及び自動車運転代行業者支援補助金の交付について 

■ 生活バス路線維持費補助金の交付時期の前倒しについて 

■ 新型コロナウイルス感染症対策旅行代理店支援補助金について 

■ 新型コロナウイルス感染症対策一般貸切旅客自動車運送事業者事業支援補助金

について 

■ 新型コロナウイルス感染症対策索道事業者支援補助金について 

■ 新型コロナウイルス感染症対策映画館支援補助金について 

■「山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策」第三弾の発表について 

■５月市議会臨時会 提出議案について 

■山形市立小中学校の休校延長等について 



■ 新型コロナウイルス感染症対策資金利子助成について（農業関係） 

■ 新型コロナウイルス感染症対策花き次期作緊急支援補助金について 

■ 新型コロナウイルス感染症対策肉用牛肥育経営緊急支援補助金について 

■ 住居確保給付金の対象拡大等について 

■ 新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した世帯への就学援助の 

適用について 

■ 放課後等デイサービス職員激励金の支給について 

■ 妊婦の方へのマスクの追加配布について 

■ 福祉施設利用者などへのマスク配布について 

■ 「ベニちゃんの山形応援サイト」での布製マスク等販売事業者のＰＲについて 

■ 新型コロナ受診相談センターの回線増設と一般相談用コールセンターの新設に

ついて 

■ 新型コロナウイルス感染症対策事業（救急搬送用資機材等整備）について 

■ 令和２年５月市議会臨時会提出議案 

■ 山形市立小中学校の休校延長等について 



宿泊業への
支援

旅館等への休業支援
（第二弾として発表済）

市
独自

受付開始
5月11日

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内の休業している旅館やホテルへの支援を行う。
（休業対象期間：４月２５日～５月１０日を予定）
支援額：完全休業：４０万円、一部休業：１０万円

山形市役所
観光戦略課
023-641-1212
（内423）

タクシー事業者及び自動車
運転代行事業者への支援

市
独自

受付開始
５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内のタクシー事業者及び自動車運転代行業者に支援を行う。
補助対象：タクシー事業者及び運転代行業者

　　　　　（令和２年４月の売上高が前年同月比の５割以上減少している事業者）
支給額：１事業者に対し一律１０万円に、登録車両１台につき１万円を加算（上限４０万円）

山形市役所
企画調整課
023-641-1212
（内223）

バス事業者への支援
市

独自
支援時期

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける路線バスに関して、山形県バス対策協議会で生活バス路線に認定さ
れたバス路線のうち、要件に当てはまる路線の赤字分について補助を行う。
（赤字分への補助は毎年行っているが、交付時期を例年よりも前倒して行うもの）

山形市役所
企画調整課
023-641-1212
（内223）

旅行事業者代理業への支援
市

独自
受付開始

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける旅行代理店に支援を行う。
補助対象：旅行代理店（事業者の所在地が山形市内であること）

　　　　　（令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日）までの１６日間に営業を自粛した者）
支給額：完全休業：４０万円、一部休業：１０万円

山形市役所
観光戦略課
023-641-1212
（内423）

貸切バス事業者への支援 市
独自

受付開始
５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける貸切バス事業者に支援を行う。
補助対象:貸切バス事業者（本社が市内に存する事業者）

　　　　　（令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日）までの１６日間に営業を自粛した者）
支給額:１事業者に対し一律１０万円に、運行を自粛している登録車両１台につき３万円を加算

　　　　（上限４０万円）

山形市役所
観光戦略課
023-641-1212
（内423）

索道事業者への支援
市

独自
受付開始

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける索道（ロープウエイ）事業者に支援を行う。
補助対象:索道（ロープウェイ）事業者（本社が市内に存する事業者）

　　　　　（令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日）までの１６日間に営業を自粛した者）
支給額:１事業者に対し一律１０万円に、リフト１本につき３万円、ロープウェイ１本にあたり５万円を加算

（上限４０万円）

山形市役所
観光戦略課
023-641-1212
（内423）

映画館への
支援

映画館への支援
市

独自
受付開始

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける映画館に支援を行う。
補助対象:映画館（本社が市内に存する事業者）

　　　　　（令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日）までの１６日間に営業を自粛した者）
支給額:１館に対し一律１０万円に、スクリーン１面につき３万円を加算

　　　　　（上限４０万円）

山形市役所
観光戦略課
023-641-1212
（内423）

山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策（第三弾）＜５月８日以降に速やかに行うもの＞
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新型コロナウイルス感染症
対策資金の利子補給（農業
関係）

県
連動

受付開始
５月

県による新型コロナウイルス感染症緊急対策資金（山形県災害・経営安定対策資金）について、県と金融機関
と連携して利子補給を行う。
利子補給率：基準金利1.5％（県：0.49875％、市：0.25125％、融資機関：0.75000％）

＜参考＞
新型コロナウイルス感染症緊急対策資金（山形県災害・経営安定対策資金）
貸付限度額：500万円　 償還期限：５年以内　 貸付期間：令和２年５月上旬～令和３年１月３１日

山形市役所
農政課
023-641-1212
（内437）

花き農家への支援
市

独自
受付開始

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内の花き農家に支援を行う。
補助対象：花きの生産を行っている者

　　　　　 　花きの生産を行う個人及び法人、花きの生産者で組織する団体
　　　　　 　次期作の生産に取り組む花き農家に対し、種苗費等の資材購入に対する支援
支給額：周年栽培する高コストのバラ・ユリ・カーネーション（鉢物）は１０aあたり50,000円

　　　　 上記以外の品目は１０aあたり10,000円

山形市役所
農政課
023-641-1212
（内432）

肉用牛肥育農家への支援
市

独自
受付開始

５月

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内の肉用牛肥育農家等に支援を行う。
補助対象：肉用牛肥育経営を行っている者

　　　　　（肉用牛肥育を行う個人及び法人、肉用牛肥育を行う者で組織する団体）
支給額：国の肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）による損失の９割補填に加え、

　　　　 市では補填されない１割分の１／２（５％）を助成する。

山形市役所
農政課
023-641-1212
（内432）

文化団体へ
の支援

山響ガバメントクラウド
ファンディング
（第二弾として発表済）

市
独自

募集開始
６月

新型コロナウイルス感染症の影響により、コンサート等が中止となっている山形交響楽団の運営をガバメント
クラウドファンディングで支援する。
目標金額：7,500万円
寄附型：All-in方式（目標額に達しない場合でも受け取れる方式）

山形市役所
文化振興課
023-641-1212
（内639）

特別定額給付金
（第二弾として発表済）

国
連動

申請書
発送

５月１４日
から順次

特例の申請
期間

５月８日～
５月１５日

迅速かつ的確に家計への支援を行うため、給付対象者の属する世帯の世帯主に対し、特別定額給付金の給付を
行う。
給付対象者：基準日（令和２年４月２７日）において山形市の住民基本台帳に記録されている方
給付額：給付対象者一人につき１０万円
通常の申請方法：世帯主へ送付される申請書を市へ郵送して行う。

　　　　　　　　 または、マイナンバーカードを活用してオンラインで申請する。
特例の申請方法：一刻も早く給付金の受取を希望する方は、市ホームページからダウンロードした

　　　　　　　　 申請書を市へ郵送して行う。(費用は自己負担・郵送でのみ受付・感染拡大防止の
　　　　　　　　 ため窓口等での申請書の配布や受付はしない。)

山形市役所
総務課特別定
額給付金室
023-641-1212
（内9002～
9007）

子育て世帯臨時特別給付金
の支給
（第二弾として発表済）

国
連動

支給時期
６月下旬
（予定）

児童手当を受給する世帯に対し、臨時特別の給付金を支給する。
　（前年度所得が所得制限限度額以上あるために特例給付を受給する世帯を除く）
支給対象者：令和２年４月分（３月分を含む）の児童手当の受給者
支給額：対象児童一人あたり10,000円　 支給予定日：令和２年６月下旬

山形市役所
家庭支援課
023-641-1212
（内575）

ひとり親家庭等臨時特別給
付金の支給
（第二弾として発表済）

市
独自

支給時期
６月中旬
（予定）

ひとり親家庭等を支援するため、児童扶養手当を受給する世帯に対し、臨時特別の給付金を支給する。
支給対象者：令和２年４月分の児童扶養手当の受給者
支給額：対象児童一人あたり10,000円　 支給予定日：令和２年６月中旬

山形市役所
家庭支援課
023-641-1212
（内579）

国民健康保険傷病手当金の
支給
（第二弾として発表済）

国
連動

開始時期
５月上旬

国民健康保険被保険者の方で、新型コロナウイルス感染症に感染、もしくは感染の疑いがあり療養のため労務
に服することができない被用者に、傷病手当金を支給する。
支給要件：労務に服することができなくなった日から起算し３日を経過した日から労務に服することが

　　　　　 できない期間
適用期間：令和２年１月１日～９月３０日

山形市役所
国民健康保険
課
023-641-1212
（内357）

放課後等デイサービス事業
所職員激励金の支給

市
独自

支給時期
５月

学校休業に伴い開所拡充等の緊急対応に従事し負担が増している放課後等デイサービス事業所の職員に激励金
を支給する。
支給額：職員一人あたり３万円

山形市役所
障がい福祉課
023-641-1212
（内589）

生産者への
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保育所等保育料の減額
（第二弾として発表済）

国
連動

保護者への
還付

５月末～
（予定）

山形市からの家庭保育の協力依頼により保育園等を欠席した場合に保育料を減額する。
対象施設：市立保育園、民間立保育園、認定こども園、小規模保育事業所、家庭的保育事業所

山形市役所
保育育成課
023-641-1212
（内572、
536、545）

放課後児童クラブ保育料の
減額
（第二弾として発表済）

国
連動

クラブへの
補助
６月

小学校臨時休業期間中に家庭保育に協力した家庭に対し、クラブへ支払う保育料を減額する。
家庭・クラブの保育料精算と市からクラブへの補助：令和２年６月

山形市役所
保育育成課
023-641-1212
（内577）

妊婦の方へのマスク配布
市

独自
開始時期

４月２４日

山形市に住民登録のある妊婦(里帰り中の妊婦の方を含む)の方に不織布マスクを、５月１１日からは１０枚配
布する。
郵送申し込みをした方に郵送で配布する。
コミュニティセンター（２０か所）、公民館（８か所）でも配布。

山形市
健康医療部
山形市保健所
母子保健課
023-647-2280

福祉施設利用者などへのマ
スク配布

市
独自

開始時期
５月１１日

人工透析患者、介護施設及び障がい福祉施設の利用者や職員、自治推進委員、民生委員児童委員、福祉協力
員、保育園や放課後児童クラブ等の職員の方などに、不織布マスクを配布する。
（配布枚数約１１万枚）
配布時期及び方法：５月中に各担当課で準備でき次第、順次配布する。

山形市役所
企画調整課
023-641-1212
（内222）

新型コロナ受診相談セン
ターの回線増設と一般相談
用コールセンターの新設

県
連動

新設時期
５月

新型コロナウイルス感染症に関する相談件数の増加に伴い、県と共同で設置した新型コロナ受診相談センター
の回線を７月から増設し、一般相談用コールセンターを５月から新設する。
新型コロナ受診相談センター：電話番号0120-88-0006

                           （４月～６月：２回線、７月（予定）～１２月：４回線）
一般相談用コールセンター：電話番号未定（５月（予定）～１２月：２回線）

山形市
健康医療部
山形市保健所
健康増進課
023-616-7270

新型コロナウイルス感染症
に関する救急搬送用資機材
等の整備

市
独自

整備時期
５月

新型コロナウイルス感染者（疑似者含む）の移送（搬送）時の感染の拡大防止と救急隊員の感染防止のため必
要となる資機材等を整備する。
整備する資機材等：陰圧アイソレーター（感染者を隔離して移送するための機材）

　　　　　　　　　 感染防護服、救急車内の防護シート、移送時の消毒等）

山形市
消防本部
総務課
023-634-1199

雇用安定化緊急対策
（雇用調整助成金への上乗
せ）

国県
連動

開始時期
５月

国では雇用調整助成金として休業手当相当額について最大９割までの助成に加えて拡充を予定。
残る部分の事業者負担について、山形県・山形市で調整中。
なお、山形市では、この制度をより活用しやすいように申請事務手数料への支援を独自に行っている。

山形市役所
雇用創出課
023-641-1212
（内415）

持続化給付金 国 開始時期
５月１日

国では持続化給付金として、中小企業・小規模事業者・フリーランスを含む個人事業者・各種法人等で売上が
前年同月比５０％以上減少している方を対象に、法人２００万円以内・個人事業者等１００万円以内の給付を
行う。
申請方法:パソコンやスマホで「持続化給付金ホームページ」へアクセスし、オンラインにて申請する。

※山形市において具体的な申請手続き等について周知・案内していく。

山形市役所
雇用創出課
023-641-1237
（直通）

緊急経営改善支援金 県 開始時期
５月１１日

山形県の営業自粛等の要請に協力する事業者に対し、支援金を交付する。
対象要件：①と②をともに満たす者

　①4月25日～5月10日のすべての期間について営業活動を自粛した事業者
　②新型コロナを乗り越えるための経営改善の検討（例：新メニュー・サービスの検討）を行った事業者
支給額：個人事業者10万円（施設等を賃借している場合は20万円）、法人20万円

申請手続き等について、山形県で検討中。

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内422）

保育料の負
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雇用安定化緊急対策
（雇用調整助成金の申請へ
の支援）

市
独自

受付開始
４月２１日

新型コロナウイルス感染症の影響を受け雇用調整助成金を活用する山形市内の事業者に支援を行う。
（個人事業主を含む）
社会保険労務士等に依頼する助成金申請に要する費用への補助（対象経費１００％、上限４０万円）
申請期間：９月３０日まで

山形市役所
雇用創出課
023-641-1212
（内415）

地域経済変動対策資金の利
子補給

県
連動

受付開始
３月１６日

山形県の商工業振興資金（地域経済変動対策資金）を利用する中小企業・小規模事業者のうち、特に売上の減
少が著しい事業者について利子補給を行う。
対象：最近１ヶ月の売上高が前年同期に比して３０％以上減少、かつ以後２ヶ月間を含む３ヶ月の売上高が

前年同期に比して３０％以上減少することが想定される中小企業等
利率：無利子　 貸付限度額：５,０００万円（前年同期比５０％減少した場合は２億円）
貸付期間：１０年間以内　 取扱期間：８月３１日まで

山形市役所
雇用創出課
023-641-1212
（内416）

飲食店等への家賃補助
市

独自
受付開始

４月２３日

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内の飲食店に家賃補助を行う。
補助対象：飲食店（売上減少５割以上かつ休業１カ月以上、最大４月から６月までの３か月分対象）
補助基準：完全休業（上限300千円、複数店舗事業者は上限600千円）

　≪補助対象飲食店を次のとおり拡大（令和2年4月28日から）≫
〇小規模事業者（従業員５人以下）⇒中小企業者（従業員５０人以下）に拡大
〇市内に住所を有する方･市内で飲食店を営む方⇒市内で飲食店を営む方(市外に住所を有する方も可)に拡
大。さらに市内に住所を有する方が市外で飲食店を営む場合も可
〇連続１カ月以上の休業⇒延べ１カ月以上の休業（２分割まで可）に変更
〇店舗閉店（テイクアウト等のみの営業）の場合も完全休業と同様の補助上限額に変更

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内422）

飲食店等への事業系ごみ処
理費用の補助

市
独自

受付開始
５月１日

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内の飲食店や旅館業等を対象に、ごみ処理費用について補助を行
う。
対象地域：山形市域　 対象者：飲食店等　 対象の廃棄物：事業系一般廃棄物
補助期間：４月、５月、６月の最大３ヶ月分

山形市役所
ごみ減量推進
課
023-641-1212
（内694）

飲食店の新たな販売方法
（テイクアウト・宅配等）
の導入補助

市
独自

受付開始
４月２３日

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、テイクアウトや宅配サービス等の新たな販売方法導入を行う市内の
飲食店に補助を行う。
補助対象：飲食店（売上減少５割以上）
補助額：上限１００千円、複数店舗事業者は上限２００千円

　※小規模事業者から中小企業者へ対象拡大

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内422）

宅配サービス等実施事業者
の広報

市
独自

サイト開設
４月１４日

ホームページやチラシ（４/１７開始）、情報誌（４/２７発売）等を活用し、テイクアウトや宅配サービスを
行っている飲食店をＰＲする。
「ピンチをチャンスにやまがた委員会」で運営し、ＳＮＳを中心に飲食店情報を発信している「山形テイクア
ウト」やエリアマネジメント協議会と連携した取組を行っていく。

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内412）

「ベニちゃんの山形応援サ
イト」を活用した情報発信

市
独自

開始時期
４月１７日

お宝紹介サイト「タカラの山ガタ」内に「ベニちゃんの山形応援サイト」を立ち上げ情報発信を行う。
ベニちゃんによる自宅でできる体操や、手洗い、うがいの仕方などの感染拡大防止に関する動画等の配信を行
う。また、４/３０からは市内で布マスクを製造、販売している企業の情報を発信する。

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内412）

ふるさと納税を活用した支
援

市
独自

開始時期
４月１０日

ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」「楽天ふるさと納税」において、経営に影響を受けている
事業者の返礼品を特集して掲載する。
ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」で、ステイホーム推進返礼品（山形交響楽団のＣＤ等）を
「～気分は山形旅行～お家で味わう山形市」として特集して掲載する。

山形市役所
山形ブランド
推進課
023-641-1212
（内407）

経済対策相談ダイヤルの設
置

市
独自

開始時期
4月24日

山形市が行う雇用安定化支援、資金繰り支援、飲食業や宿泊業の支援に関する総合的な電話相談を受付。
※国・県など他の機関による制度も紹介する。

山形市役所
雇用創出課
023-641-1237
（直通）

経済対策紹介動画
（YouTube）の配信

市
独自

開始時期
4月30日

新型コロナウイルス感染症に係る経済対策のうち、問い合わせの多い給付金や補助金等の支援に特化して、
国・県・市などの制度を動画で紹介する。

山形市役所
雇用創出課
023-641-1237
（直通）

飲食業、宿泊
業への支援

山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策＜５月７日現在で実施しているもの＞

雇用・資金繰
り不安への対
応

1
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公設地方卸売市場の使用料
等の支払猶予

市
独自

開始時期
４月

卸売市場内事業者に賦課している「使用料等」について、支払猶予を行う。
対象期間：令和２年４月分及び５月分の２ヶ月

山形市役所
地方卸売市場
管理事務所
023-686-5314

公設地方卸売市場の施設使
用料の減免

市
独自

対象期間
4月

卸売市場内事業者に賦課している「施設使用料」について、取扱高の減少割合に応じて減免する。
対象期間：令和２年４月分及び5月分の２か月分

山形市役所
地方卸売市場
管理事務所
023-686-5314

公共事業の発注迅速化
市

独自
開始時期

4月 公共工事に関して、資材等の確保状況なども見ながら速やかな発注に努める。

山形市役所
管理住宅課
023-641-1212
（内462）

物品（消耗品等）の早期購
入、補助金等の支払前倒し

市
独自

開始時期
4月 市内景気の下支えに資するため、早期購入が可能な物品等の速やかな発注等を図る。

山形市役所
財政部
023-641-1212

住居確保給付金
国

連動
制度見直し

４月

離職や廃業により、住居を喪失または喪失するおそれのある方に対して家賃相当分を支給する。
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、対象者を「収入を得る機会が個人の責めに帰すべき理由、都合によら
ないで減少し、離職又は廃業と同程度にある方」まで拡大した。
収入要件：申請日の属する月の世帯収入が基準額（※）＋家賃額（上限あり）以下であること。

　 ※基準額：市町村税均等割・非課税となる収入額×1/12
資産要件：世帯の預貯金及び所持金の合計額が基準額×６以下であること
支給期間：原則３ヶ月
支給方法：賃貸住宅の賃貸人又は不動産媒介事業者等への代理納付
支給額：（山形市の場合の目安）生活保護の住宅扶助の支給額が上限額

　　　　　単身世帯：35,000円、２人世帯：42,000円　３人世帯：46,000円

山形市役所
生活福祉課
023-641-1212
（内556･594）

相談及び申請
は
山形市社会福
祉協議会
023-676-7223

就学援助の適用拡大 市
独自

開始時期
5月

新型コロナウイルス感染症の影響により就労できなかった方や、失業や休業して給与収入が激減している方、
または、自営業の方で売り上げが激減した方など、家計が急変して経済的にお困りの小中学校の児童生徒の保
護者に対し就学援助を適用する。
対象経費：就学に要する費用や給食費
申請期限等の変更：通常、就学援助の適用は申請した月より援助開始になるが、令和２年６月末日まで

　　　　　　　　　 に申請した場合でも、令和２年４月分に遡って援助開始する。

山形市役所
学校教育課
023-641-1212
(内484)

市税の徴収猶予
国

連動
開始時期

４月

新型コロナウイルスの影響により事業等に係る収入に相当の減少があった方は、市税の徴収猶予の「特例制
度」の申請を受けることができる。
対象：令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が到来するすべての市税等
申請：「特例制度」の法施行日から２か月後、または、納期限のいずれか遅い日までに申請書

　　　　（納付計画書）を、原則、税目ごと、期別ごとに提出する必要がある。

山形市役所
納税課
023-641-1212
(内328・329)

介護保険料の徴収猶予
国

連動
開始時期

３月

新型コロナウイルスの影響により世帯の収入に相当の減少があった場合は、６か月以内の期間に限り申請によ
り介護保険料の徴収猶予を受けることができる。
対象：令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期が設定されている第一号被保険者（６５歳

以上の方）の介護保険料
申請期間：令和３年３月３１日まで

山形市役所
介護保険課
023-641-1212
（内848）

水道料金、下水道使用料の
支払猶予

市
独自

受付開始
３月２５日

新型コロナウイルスの影響により水道料金・下水道使用料の支払が困難な方について、水道料金及び下水道使
用料の支払期限の延期や分割納付などの納付相談に応じる。
相談受付：令和２年３月２５日～

山形市役所
上下水道部
023-645-1177

保育料の負担
軽減等

放課後児童支援員等激励金
の支給

市
独自

支給時期
5月1日

学校休業に伴う開所拡充により負担が増している放課後児童支援員等に激励金を支給する。
支給額：支援員一人あたり３万円

山形市役所
保育育成課
023-641-1212
（内577）

税・公共料金
等の支払猶
予・軽減等
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妊婦の方へのマスク配布
市
独自

開始時期
４月２４日

山形市に住民登録のある妊婦(里帰り中の妊婦の方を含む)の方に不織布マスクを５枚配布する。
コミュニティセンター（２０か所）、公民館（８か所）にて配布。
２回目からは郵送で配布する。

山形市
健康医療部
山形市保健所
母子保健課
023-647-2280

保育所・放課後児童クラブ
への備品、消耗品（消毒液
等）の購入・補助及び市立
小中高等学校における学校
用消毒液等の購入

国
連動

開始時期
４月

保育所、放課後児童クラブにおいて、感染症の拡大防止のための備品や消毒液等の消耗品の購入又は購入への
補助を行う。
市立の小中高等学校で使用する消毒液等の消耗品を購入する。

山形市役所
こども未来部
教育委員会
023-641-1212

個
人

発
症
予
防

感染症対策
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特別定額給付金について 

１ 概要 

  「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月２０日閣議決定）により、感

染拡大防止に留意しつつ簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うため、特別定額

給付金の給付を行う。

２ 対象者 

 給付対象者

   基準日（令和２年４月２７日）において山形市の住民基本台帳に記録されている方

 受給権者

   受給権者の属する世帯の世帯主

３ 給付額 

  給付対象者１人につき１０万円

４ 申請方法 

  郵送申請方式及びマイナンバーカードを活用したオンライン申請方式

５ 給付方法 

  原則として申請者の本人名義の銀行口座への振込み

６ 給付の流れ 

  全世帯へ申請書を送付し、申請書の返送又はオンライン申請を行い、審査後給付金振込

７ スケジュール 

５月１４日から順次申請書発送、５月１５日から申請受付開始予定 

  ５月２２日から給付金振込開始予定

８ 特例の申請（一刻も早く給付金の受取を希望する方のための申請方法） 

 申請方法 

市公式ホームページからダウンロードした申請書を市へ郵送して行う。 

  ※ 申請に必要な切手等の費用は自己負担、郵送でのみ受付を行う。 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、窓口等での申請書の配付、受付は

行わない。 

 申請期間 

   ５月８日（金）から５月１５日（金）まで 

  ※ 申請書の市公式ホームページからダウンロードは５月７日（木）から可能 

 給付金振込開始 

   ５月１２日（火）予定 

【問い合わせ先】

山形市総務部総務課特別定額給付金室

ＴＥＬ（０２３）６４１－１２１２ 

    内線９００２～９００７

令和２年５月７日 

市長記者会見資料
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タクシー事業者及び自動車運転代行業者支援補助金の交付について 

（山形市独自施策） 

１ 概要 

新型コロナウイルス感染症が全国的に拡大し、山形市内では観光客の減少、不要不急や会

合・宴会といった外食活動等の自粛に伴い、タクシー利用者や自動車運転代行利用者が急激

に減少しているため、事業者においても大きな影響が生じている。 

タクシーや自動車運転代行については、市民の生活の足として必要不可欠な公共交通でも

あるため、コロナウイルス感染症終息後の利用者需要を見据え、経営存続の後押しを行うた

め、事業者に対し補助金を交付する。 

２ 内容 

(1)対象 

 ①事業者が次の要件に該当すること 

・タクシー事業者 

 道路運送法第３条第１項ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業に該当し、同法第４

条第１項に基づき国土交通大臣の許可を受けた者（福祉輸送事業に限定された者を除く）。 

・自動車運転代行業者 

 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第４条第１項に基づき山形県公安委員会

の認定を受けた者。 

②事業者の本社が山形市内に存すること 

③基準月（令和２年４月末）の売上高が前年同月に比して５０％以上減少している者。 

（事業開始が１年未満の場合は、３月末売上高の２０％以上減少している者） 

(2)支給金額

 ・法人・個人事業者を問わず、１事業者（営業所単位）に対し一律１０万円 

  ・登録車両１台につき１万円を加算 

  ・上限額４０万円 

３ 申請期間及び申請方法 

(1)申請期間 

 令和２年５月上旬から６月末までを予定 

(2)申請方法 

 所定の様式に必要事項を記入し、定められた添付資料と併せて企画調整課に提出する。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、郵送での提出も可能とします。 

【問い合わせ先】 

山形市企画調整部企画調整課交通企画係 

電話 023-641-1212 内線 223 
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生活バス路線維持費補助金の交付時期の前倒しについて 

（山形市独自施策） 

１ 概 要 

山形市では、市内を運行する生活バス路線（下記３参照）であって一定の要件に当てはま

る路線の赤字分について、路線維持のための補助金としてバス事業者に交付している。 

当該補助金は、前年の１０月から９月までの１年間を補助対象期間として、１年間の運行

実績が確定した後、翌年の３月補正予算に計上して、実績払いとして３月に交付している。 

しかし昨今、新型コロナウイルスの感染拡大と不要不急の外出等の自粛に伴い、山形市内

の生活バス路線も利用者が激減し、今後の状況によっては減便や運休等を余儀なくされるこ

とも想定される。 

生活バス路線は、高齢者など交通弱者のみならず、多くの市民の日常生活の足として必要

不可欠であり、継続的な運行確保を図る必要があることから、従前の補助金交付時期を前倒

し、バス事業者に対し概算払いでの交付を５月下旬までに行うものである。 

２ 内容 

(1)交付対象者 

  生活バス路線の運行を行う乗合バス事業者である「山交バス株式会社」  

(2)補助金額

  前年度の補助金交付実績額に準じた額とする。（３,５００万円） 

３ 生活バス路線と補助対象路線について 

  地域住民が通院、通学、通勤、買い物等の日常生活で通常利用するバス路線で、維持が必要

と認められる路線として、山形県バス対策協議会で指定されたもの。山形市内では現在４８

路線が指定されている。 

  このうち、複数市町村を運行する幹線バス路線には国と県が補助を行い、山形市内のみを

運行する路線及び複数市町村を運行する路線であって国と県の補助の対象外となる路線には、

山形市が補助を行っている。昨年度、山形市では１２路線を対象として補助金を交付した。 

【問い合わせ先】 

山形市企画調整部企画調整課交通企画係 

電話 023-641-1212 内線 223



新型コロナウイルス感染症対策旅行代理店支援補助金について 

(山形市独自施策) 

１．目的 
  新型コロナウイルス感染拡大防止のため休業した山形市内の旅行代理店に経済的支援
を行うもの。 

２．対象となる旅行代理店 
・旅行業法第２条に規定する登録を行っている事業者。 
・上記登録における事業者の所在地が山形市であること。 
・公益法人、協同組合などの非営利組織以外の者。 

3．補助対象となる休業期間 
 令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日） 

4．補助額 
完全休業の場合：１施設当たり一律４０万円 

 一部休業の場合：１施設あたり一律１０万円 

5．申請期間（予定） 
令和２年５月中旬から６月末まで 

6．申請方法 
  所定の様式に必要事項を記入し、定められた添付資料と合わせて観光戦略課に提出。 
 なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、郵送での提出も可能とします。 

令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

【問い合わせ先】 

商工観光部 観光戦略課 誘客推進グループ 

ＴＥＬ：０２３－６４１－１２１２ 内４２３ 



新型コロナウイルス感染症対策 

一般貸切旅客自動車運送事業者支援補助金について(山形市独自施策) 

１．目的 
  新型コロナウイルス感染拡大防止のため休業した山形市内の一般貸切旅客自動車（貸
切バス）運送業者に経済的支援を行うもの。 

２．対象となる一般貸切旅客自動車運送業者 
・道路運送法第３条第１項ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業に該当し、同法第４
条第１項に基づき国土交通大臣の許可を受けた者（福祉輸送事業に限定された者を除
く）を受けた者であること。 
・事業者の本社が山形市内に存すること。 
・特定の場所への運送（シャトルバス）を行うものでないこと。 

3．補助対象となる休業期間
 令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日） 

４．補助額（予定） 
 ・１事業者に対し一律１０万円を支給する。 
・対象となる休業期間に運行を自粛した登録車両１台につき３万円を加算する。 

 ・支給にあたっては、山形市内に存する営業所単位とする。 
・１者あたり１回を限度とし、上限４０万円とする。 

5．申請期間（予定） 
令和２年５月中旬から６月末まで 

6．申請方法 
  所定の様式に必要事項を記入し、定められた添付資料と合わせて観光戦略課に提出。 
 なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、郵送での提出も可能とします。 

令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

【問い合わせ先】 

商工観光部 観光戦略課 誘客推進グループ 

ＴＥＬ：０２３－６４１－１２１２ 内４２３ 



新型コロナウイルス感染症対策索道事業者支援補助金について 

(山形市独自施策) 

１．目的 
  新型コロナウイルス感染拡大防止のため休業した山形市内の索道事業者に経済的支援
を行うもの。 

２．対象となる索道事業者 
・鉄道事業法第３３条に規定する索道事業の許可を受けた者であること。 
・事業者の本社が山形市内に存すること。 

3．補助対象となる休業期間 
 令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日） 

4．補助額（予定） 
 ・１事業者に対し一律１０万円を支給する。 
・リフト１本につき３万円を加算する。 
・ロープウェイ１本につき５万円を加算する。 
・１者あたり１回を限度とし、上限４０万円とする。 

5．申請期間（予定） 
令和２年５月中旬から６月末まで 

6．申請方法 
  所定の様式に必要事項を記入し、定められた添付資料と合わせて観光戦略課に提出。 
 なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、郵送での提出も可能とします。 

令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

【問い合わせ先】 

商工観光部 観光戦略課 誘客推進グループ 

ＴＥＬ：０２３－６４１－１２１２ 内４２３ 



新型コロナウイルス感染症対策映画館支援補助金について 

(山形市独自施策) 

１．目的 
  山形市はユネスコ創造都市ネットワークの映像部門で加盟認定を受けており、映画館
への事業支援が必要であると考えられるため、新型コロナウイルス感染拡大防止のため
休業した山形市内の映画館に経済的支援を行うもの。 

２．対象となる映画館 
・興行場法第２条に規定する営業の許可を受けた者であること。 
・映画館が山形市内に存すること。 

3．補助対象となる休業期間 
 令和２年４月２５日（土）から５月１０日（日） 

4．補助額（予定） 
 ・１館に対し一律１０万円を支給する。 
・スクリーン１面に対し３万円を加算する。 
・１館あたり１回を限度とし、上限４０万円とする。 

5．申請期間（予定） 
令和２年５月中旬から６月末まで 

6．申請方法 
  所定の様式に必要事項を記入し、定められた添付資料と合わせて観光戦略課に提出。 
 なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、郵送での提出も可能とします。 

令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

【問い合わせ先】 

商工観光部 観光戦略課 誘客推進グループ 

ＴＥＬ：０２３－６４１－１２１２ 内４２３ 



新型コロナウイルス感染症対策資金利子補給について（農業関係） 

１ 目的 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響により、収入が減少した農業者の経営安定のため、農

業経営の維持安定に必要な運転資金の融資を無利子化する支援を県と協調して行う。 

２ 内容 

（１）貸付対象者 

新型コロナウイルスの影響により、最近 1か月の売上高が、前年同期に比して１０％以

上減少している市内の農業者 

（２）貸付限度額 

５００万円 

（３）貸付期間 

令和２年５月上旬～令和３年１月３１日 

（４）融資枠 

１億円 

（５）貸付利率 

   ０．７５％以内※令和２年４月２０日金利。発動日で変更。 

基準金利 １．５０％

利子補給率  ０．７５％

県(66.5%) ０．４９８７５％

市(33.5%) ０．２５１２５％

貸付利率(※)  ０．７５％

   ※融資機関により貸付利率を引き下げて、無利子で貸し付け 

【貸付のしくみ】 

   基準金利１．５％－県・市利子補給率０．７５％＝貸付利率０．７５％ 

  ⇒融資機関引き下げ⇒無利子 

令和２年５月７日

市長記者会見資料

【問合せ先】

山形市農林部農政課農政企画係

電話 023-641-1212（内線 437）



新型コロナウイルス感染症対策花き次期作緊急支援補助金について（山形市独自施策） 

１ 目的 

  新型コロナウイルス感染拡大の影響により、年間の多数を占める３月・４月の花の需要が

激減し、価格が低迷し打撃を受けている花き農家に対し、新型コロナウイルス終息後に安定

して出荷できる継続的な生産体制の維持を図るため、次期作の種苗費等資材購入に対し支援

を行う。

２ 内容 

（１）事業実施主体 

次に掲げる、花きの生産を行っている者 

   ①花きの生産を行う個人及び法人

   ②花き生産者で組織する団体

（２）補助事業内容 

   次期作の生産に取り組む花き農家に対し、新型コロナウイルス終息後に安定して出荷で

きる継続的な生産体制の維持を図るため、次期作の種苗費等の資材購入に対し、市独自

で支援する。

（３）補助金額 

   ①周年栽培する高コストのバラ、ユリ、カーネーション（鉢物）を生産する花き農家

    栽培面積１０ａ当たり５０，０００円

   ②上記以外の品目を生産する花き農家

    栽培面積１０ａ当たり１０，０００円

令和２年５月７日

市長記者会見資料

【問合せ先】

山形市農林部農政課農産係

電話 023-641-1212（内線 432）



新型コロナウイルス感染症対策肉用牛肥育経営緊急支援補助金について（山形市独自施策） 

１ 目的 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、外食産業の休業、インバウンドの激減等に伴

い、国産黒毛和牛肉の需要が減り、枝肉市場の価格の下落等により打撃を受けている肉用牛

肥育農家の経営を支援する。

２ 内容 

（１）事業実施主体 

次に掲げる、肉用牛肥育経営を行っている者 

  ①肉用牛肥育を行う個人及び法人

  ②肉用牛肥育を行う者で組織する団体

（２）補助事業内容 

   国の肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）による損失の９割補てんに加え、補填さ

れない１割分の１／２（５％）の損失分について、市独自で助成する。

（３）補助対象期間 

   令和２年３月から令和２年６月までの期間において山形牛枝肉市場に出荷した肉用牛に

ついて、肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）が発動された月

  ※肉用牛肥育経営安定交付金の補てん金額が確定する時期が、出荷した月の２か月後とな

るため、枝肉市場価格が下落した令和２年３月分の補てん金が確定する、令和２年５月

から補助対象期間とする。

令和２年５月７日

市長記者会見資料

【問合せ先】

山形市農林部農政課農産係

電話 023-641-1212（内線 432）



住居確保給付金の対象拡大等について 

１ 住居確保給付金とは

  生活困窮者自立支援法に基づき、離職や廃業により、住居を喪失または喪失するおそれのある者に

対して家賃相当分を支給し、住居及び就労機会の確保に向けた支援を行うもの。 

  申請は自立相談支援機関である山形市生活サポート相談窓口（山形市社会福祉協議会）で受付を行

い、山形市が給付を決定する。 

２ 対象範囲（支給対象者）の拡大等 

  新型コロナウイルスの感染拡大を受け、休業等に伴う収入減少により、離職や廃業に至っていない

がこうした状況と同程度の状況に至り、住居を失うおそれが生じている者を支給の対象に加える。

  あわせて、支給要件であるハローワークへの求職申込みを撤廃する。

＜支給対象者の拡大等＞ 

（これまで） 

対象：離職・廃業後、２年以内の方 

要件：ハローワークへの求職申込みが

   必要 

（４月２０日～）対象の拡大 

休業等により収入を得る機会が減少し、離職等と同程度 

の状況にある方も対象 

（４月３０日～）更に使いやすい制度へ 

ハローワークへの求職申込みが不要に 

３ 支給要件、支給額

（１）支給要件 

   ○収入要件：申請日の属する月の世帯収入が基準額※＋家賃額（上限あり）以下であること 

         ※基準額：市町村税均等割・非課税となる収入額×1/12  

   ○資産要件：世帯の預貯金及び所持金の合計が基準額×６以下であること 

（２）支給額（山形市の場合の目安）生活保護の住宅扶助の支給基準額が上限額    （単位：円） 

 単身世帯 ２人世帯 ３人世帯 

支給額 35,000 42,000 46,000 

   ※原則３か月以内の支給だが、就職が決まらない場合などは、最大９ヶ月間まで延長することが 

    できる。 

   ※給付金は、貸主側に支給する。 

４ 相談・申請方法 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、電話による相談及び郵送による申請を基本とし

ている。 

   ※相談・申請は山形市社会福祉協議会（電話：０２３－６７６－７２２３）まで 

令和２年５月７日 
市長記者会見資料 

【問い合わせ先】

山形市福祉推進部生活福祉課

保護第一係（内５５６ ５９４）



令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

新型コロナウイルス感染症の影響により 

家計が急変した世帯への就学援助の適用について 

                            （山形市独自施策） 

１ 就学援助とは 

  就学援助は、経済的理由によって就学が困難であると認められる児童生徒の保護者に対 

し、就学に要する費用や給食費を支給する制度です。 

２ 就学援助の適用について 

新型コロナウイルス感染症の影響により就労できなかった方や、失業や休業して給与収

入が激減している方、または、自営業の方で売り上げが激減した方など、家計が急変して

経済的にお困りの方に対し就学援助を適用することとします。 

３ 申請について 

就学援助は通常、収入のわかる源泉徴収票や確定申告書の写しを提出いただき、前年の

収入で認定の判断をしています。しかし、前年の収入が多い方でも、この度の新型コロナ

ウイルス感染症の影響により家計が急変し、現在、経済的にお困りの方に対し、直近の収

入状況などを勘案し適用することとします。申請書等は児童生徒が通学している学校を経

由して提出していただきます。 

４ 申請期限等の変更について 

  通常、就学援助の適用は申請した月より援助開始になりますが、令和２年６月末日まで

に申請した場合でも、令和２年４月分に遡って援助開始とします。 

 申請期限 援助開始月 

改正前 令和２年４月３０日（木）まで 令和２年４月分から 

改正後 令和２年６月３０日（火）まで 令和２年４月分から 

【問い合わせ先】 
山形市教育委員会学校教育課  
℡ 641-1212(内)484 Fax 641-1914 



令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

放課後等デイサービス職員激励金の支給について（山形市独自施策） 

１ 概要 

新型コロナウイルス感染リスクを予防する観点から、市内の小・中学校が①令和 2 年 3 月

3日から 3月 18 日まで、②4月 7日から 5月 10 日まで臨時休校となった。また、高等学校及

び特別支援学校においても①令和 2年 3月 3日から 3月 18 日まで、②入学式の翌日から 5月

10 日まで臨時休校となっている。 

これに伴い、特別支援学校等に在籍する障がいのある児童生徒が利用する放課後等デイサ

ービス事業所は、平日においても長期休業期間に準じた体制で開所し、人員、設備、運営基準

等についての柔軟な取扱いを認める国の方針に従い、障がい児の受入れを行っている。国は、

感染予防に留意した上で原則として開所すること、開所時間については可能な限り長時間と

するなどの対応をお願いしている。 

この臨時休校の期間に、開所拡充等の緊急対応に従事した放課後等デイサービス事業所の

職員（正規職員、パート職員の種別を問わず全ての従業者）を対象に、長期間、長時間にわた

り、サービス提供に務めていただいたことに対する激励金を支給する。 

２ 内容 

 対象及び概要

臨時休校に伴い緊急な開所拡充の対応を行った山形市内の放課後等デイサービス事業所

の職員 

・放課後等デイサービス事業所 ２３事業所（令和 2年 4月 1日現在） 

 支給内容

    放課後等デイサービス事業所職員に対し、１人当たり３万円 

 支給条件 

   平日に緊急対応を行った放課後等デイサービス事業所に在籍する職員 

【問い合わせ先】 

山形市 福祉推進部 障がい福祉課 

障がい福祉第一係 

電話 023-641-1212 内線 589 



妊婦の方へのマスクの追加配布について（お知らせ） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が今般みられる中、マスクの入手が困難な状況をふ

まえ、一層厳密な感染予防を図る必要がある妊婦の方の感染予防対策として、4月 24日から
希望する方にマスク 5 枚を配布しているところですが、下記により追加でマスクを配布する
ことをお知らせします。

記

１ 対象者 

山形市に住民登録のある妊婦の方及び里帰り中の妊婦の方

２ 配布物 

妊婦 1人あたり不織布マスク１０枚 

３ 配布開始時期 

原則として郵送申請のあった方から順次お送りします。 

４ 配布方法 

郵送によりお送りします。 

・「山形市マスク郵送申請書」を提出した方 

・市ホームページから郵送申し込み申請をした方 

市内公民館・コミュニティセンターの窓口でも、５月１１日（月）から配布いたします。 

※これから妊娠届け出をされる方には、母子健康手交付時にご案内します。 

ぜひ、郵送申し込みをお願いいたします。 

マスクの郵送申請はこちらから⇒ 

令 和 ２ 年 ５ 月 ７ 日

市 長 記 者 会 見 資 料

【問い合わせ先】

山形市健康医療部（山形市保健所） 

 母子保健課 

 TEL０２３－６４７－２２８０ 

 FAX０２３－６４７－２２８１ 



福祉施設利用者などへのマスク配布について 

                        （山形市独自施策） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大がみられる中、マスクの入手が困難な状況をふまえ、

福祉施設利用者の皆様などに感染予防対策として、不織布マスクを配布します。

記

１ 対象者 

 新型コロナウイルスに感染することにより重症化するリスクが高い市民、市が行う公的

な業務に直接又は間接的に関わる団体、個人等

 ・人工透析患者の方、妊婦の方

・介護施設及び障がい福祉施設の利用者や職員の方

 ・自治推進委員、民生委員児童委員、福祉協力員の方

 ・保育園や放課後児童クラブ等の職員の方 など

２ 配布物 

大人用不織布マスク（約 11 万枚）  

３ 配布時期及び方法 

５月中に担当課で準備でき次第、順次配布します。

令 和 ２ 年 ５ 月 ７ 日

市 長 記 者 会 見 資 料

【問い合わせ先】

山形市企画調整部企画調整課 

 TEL０２３－６４１－１２１２ 

   （内線２２１）



「ベニちゃんの山形応援サイト」での布製マスク等販売事業者のＰＲについて 

山形市内においてマスクの調達が困難な状況を踏まえ、インターネットを活用しながら、

市内で布マスクを製造している企業の情報などについて情報発信を行っています。

１ 布製マスク等販売事業者

   ９事業者（４月３０日現在）

※詳細は下記サイト画面を参照

※事業者より掲載希望があった場合、順次掲載していきます。

２．「タカラの山ガタ」ホームページ画面

令 和 ２ 年 ５ 月 ７ 日

市 長 記 者 会 見 資 料

【問い合わせ先】

山形市企画調整部企画調整課 

 TEL０２３－６４１－１２１２ 

   （内線２２１）



令和２年５月７日 

市長記者会見資料

新型コロナ受診相談センターの回線増設と一般相談用コールセンターの新設について 

１ 事業の概要 

 新型コロナウイルス感染症に対する住民の不安解消を図るため、山形県と共同で設置した新型

コロナ受診相談センターには、連日相談が多数寄せられていることから、現在の２回線を７月か

ら４回線に増設し、５月から一般相談用コールセンターを新設します。 

２ 相談窓口の内容・回線数 

新型コロナ受診相談センター 

（電話 ０１２０－８８－０００６）

令和２年４月～１２月（２回線）２４時間対応 

令和２年７月～１２月（２回線）７時～２３時（増設分）

（予定） 

一般相談用コールセンター 

（電話番号未定）

令和２年５月～１２月（２回線）開設時間検討中 

（予定） 

【問い合わせ先】 

 山形市健康医療部健康増進課  

 ℡ 023-616-7270 



令和２年５月７日 

市長記者会見資料

新型コロナウイルス感染症対策事業（救急搬送用資機材等整備）について（消防本部） 

１ 事業の概要 

 新型コロナウイルス感染症の感染者又は疑いのある傷病者を搬送する際の救急搬送用資機材

等を整備し、搬送時の感染拡大と感染防止を徹底するもの。 

２ 現在の救急搬送時の感染症対策 

 119 番通報により感染が疑われる傷病者を搬送する場合の対応 

   救急隊員は感染防護衣やＮ95 マスクを装着するほか、８台ある救急車内部をビニールシー

トで覆い傷病者の飛沫や接触によるウィルスの付着防止を図っている。 

 医師により新型コロナウイルス感染症に感染していると診断された患者を移送する場合の対応 

２台ある非常用救急車を「移送用専用車両」として確保。救急車内部を、予めビニールシー 

トで被覆しておくとともに、患者自身もビニールシートで包み込むことにより、感染者の飛

沫や接触によるウィルスの拡散と付着防止する体制をとっている。 

救急車内のビニールシート設置状況      「移送用専用車両」のビニールシート被服状況 

３ ５月補正での対応【救急搬送用資機材（アイソレーター）等の整備】 

  新型コロナウイルス感染者（疑似者含む）を隔離した状態で移送することができる「アイソ

レーター」を「移送用専用車両」２台に配備するとともに、今後感染が疑われる傷病者の搬送

増大に対応するため、「感染防護衣」や「ゴーグル」等種々の装備品を整備する。 

 ※アイソレーター（陰圧装置付隔離型搬送用資機材）は、カプセル状の搬送用資機材で、外の

気圧よりも低い気圧を保つことにより、内部のウィルスが外部に拡散するのを防ぎ、傷病

者を隔離した状態で救急車に収容し搬送することができる。  

【問合せ先】 

 山形市消防本部部総務課  

 ℡ 023-634-1199  



(単位：千円)

一般会計予算総額 特定財源 一般財源
( 補正後 計数未整理額→
対前年同期

1 山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策（第三弾） 1 山形市生活基盤支援・企業支援緊急対策（第三弾） 1 繰入金

(1) 国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策への対応 (1)新型コロナウイルス感染症緊急経済対策への対応 (補正前 → 補正後

① 国庫支出金

【債務負担行為】　[追加]

(2) 市独自の経済対策及び感染症拡大防止対策

② 県支出金

【一時借入金の限度額の変更】

→150億円　 　300億円

(3) その他の感染症拡大防止対策

【会計別総括】

対前年同期

感染症対策費（ＰＣＲ検査委託料） 55,440
感染症対策費（感染症予防体制整備） 39,728
感染症対策費（入院費等公費負担）

救急高度化事業（感染防止消耗品等） 3,000

限 度 額

感染症予防事業費等補助金 千円

感染症医療費負担金 5,391
災害・経営安定対策資金の
利子補給

令和２年度から

令和7年度まで

融資総額100,000千円の融
資残高に対して年0.75％以
内の割合で計算した利子
相当額

6,548

24,730,353 24,783,823

24,777,275

感染症予防事業費等負担金 27,720 事 項 期 間

7,198

105,366

16,590

7,200

89,440 19,864

186,869,215

補正前 補正額

及び自動車運転代行業者支援補助金

新型コロナウイルス感染症対策生活バス路線維持費補助金 35,000

市町村総合交付金（生活交通確保対策事業） 6,548

新型コロナウイルス感染症対策花き次期作緊急支援補助金 11,690
新型コロナウイルス感染症対策肉用牛肥育経営緊急支援補助金 5,350
新型コロナウイルス感染症対策放課後等デイサービス職員激励金

新型コロナウイルス感染症対策タクシー事業者

新型コロナウイルス感染症対策一般貸切旅客自動車運送事業者支援補助金 3,130
新型コロナウイルス感染症対策索道事業者支援補助金 1,330
新型コロナウイルス感染症対策旅行代理店支援補助金

新型コロナウイルス感染症対策映画館支援補助金 930

8,220

24,710,000

令 和 ２ 年 度 5 月 補 正 予 算 案 総 括 表

24,925,159 141,336

緊急消防援助隊設備整備費補助金 1,408

特別定額給付金給付事務費補助金

財政調整基金繰入金 141,336
666,460 807,796)

特別定額給付金給付事業

住居確保給付金給付事業 17,190
救急高度化事業（救急搬送用資機材等整備） 3,163 特別定額給付金給付事業費補助金 24,500,000

210,000
生活困窮者自立支援事業費等負担金 12,892

114.9%

補正後

一 般 会 計 96,204,737 24,925,159 121,129,896
全 会 計 189,798,627 24,925,159 214,723,786

比率

24,925,159 24,783,823 141,336
121,129,896 (24,925,159) (24,783,823) (141,336)

94,414,000 比率 128.3%)



令和２年５月７日 

市長記者会見資料 

山形市立小中学校の休校延長等について 

１ 臨時休校の延期について 
（１）対象       山形市立小・中学校 
（２）措置       臨時休校を５月３１日（日）まで延長する。 
           ただし、登校日（登校時間）を段階的に増やし、学校再開のための

準備期間とする。 
＊今後、５月１４日に示される予定の国の方針や、県の通知や要請を踏まえて、臨
時休校の短縮もしくは延長の可能性もある。 

２ 臨時休校中の登校日について 
（１）基本的な考え方 
① 児童生徒の学習を保障するため、各学校において、臨時休校中に登校日を設定する 
ものとする。登校日や登校時間については、（２）に示すように段階的に増やす方向 
で考える。 
② 小学校第１学年・第６学年・中学校第３学年の児童生徒が、優先的に学習活動を開 
始できるように配慮するものとする。 
③ 臨時休校中の児童生徒の生活や学習状況を確認するとともに、家庭学習と組み合わ 
せた学習指導を実施する。 
④ 基本的な感染防止対策を徹底するとともに、感染リスクが高まる３つの条件を避け 
るための対策（分散登校等）を講じたうえで、効率的・効果的に実施する。 

（２）（分散）登校日の設定について（５月２５日以降については、後日通知する。） 
①  第１週（５月１１日～１５日）：現在と同様の対応（週 1回２時間程度の登校） 

第２週（５月１８日～２２日） 
  小学校：第１学年、第６学年は、週２回各３時間程度の登校 
      他の学年は、週 1回３時間程度の登校 
  中学校：第３学年は、週２回各３時間程度の登校 
      他の学年は、週 1回３時間程度の登校 

② 給食は停止とする。 
  ③ 小学校第１学年児童の登下校には保護者の協力をお願いする。 

３ 児童生徒の居場所の確保について 
（１）各学校での居場所の確保について 

保護者が仕事を休めず、自宅で一人で過ごすことができない小学校低学年や特別な
支援が必要な児童生徒については、これまで通り、預かり等を行う。 

（２）放課後児童クラブ（学童保育所：校舎外設置も含む）に入所する児童について 
平日の８時３０分～１３時００分（昼食終了後、放課後児童クラブへ移動するまで）
教室等における預かりと教職員による見守り・支援を引き続き行う。 

４ その他 
 ・山形市立商業高等学校については、県より示される内容を踏まえて決定する。 

【担当】                山形市教育委員会学校教育課  ℡ 641-1212(内)614 
 〈３ 児童生徒の居場所の確保について〉山形市こども未来部保育育成課 ℡ 641-1212(内)577 


